
【 日本アーカイブズ学会 ２００７年度大会 】に出席して    ＜その１＞ 

 
４月２１日（土）・２２日（日）に学習院大学にて２００７年度「日本アーカイブズ学会」

が開催されました。 
 
２１日（土）には総会が開催され、大会講演会として 印刷博物館館長 の 樺山紘一氏の 
『博物館と文書館のあいだ』と言うテーマで講演があり、 
２２日（日）には、＊自由論題研究会 と ◎ 企画研究会が 実施されました。 
 
【 自由論題研究会 】 
 
会場を２ヶ所に分け、１１人の研究者によりそれぞれの研究成果が発表されました。 
各々大変興味深い内容でしたが、今回は下記の講演についてご紹介させていただきます。 
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『自治体と公文書館が共有する行政文書データ記述モデルの一試案』 

―都道府県公文書館における行政文書目録記述実態調査から― 
清 水  惠 枝（静岡大学大学院情報学研究科） 

 
 
【 概 要 】 
この報告は、平成１８年１１月に講演者が所属する静岡大学八重樫研究室で行なった

「都道府県公文書館における行政文書目録記述実態調査」から得られた行政文書データ

記述項目を基に現用の行政文書に対し、公文書館業務を念頭においたデータ記述モデル

の提案を試みている。 
 

【 調査対象ならびに回答結果 】 
所 轄 別 内 訳 

項  目 館数 率   
知事部局 教育委員会 財団法人

  都道府県数 47          

  公文書館設置   30  63.80% 18 10 2 

  調査回答 26  86.20% 16 9 1 



【 はじめに 】 
 
従来ともすれば“利用目的”に重きを置いて作成される傾向の強かった公文書

館の「目録」であったが、現在のネットワーク環境下においては“管理目的”

にも力点をおき資料情報の共有化・標準化を図る必要があると述べる。その基

本となる「目録データ」の記述様式について、自治体と公文書館との整合可能

性を考察している。 
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【 分析と考察 】 
 
１．目録作成方法ならびに利用方法 
１００％パソコンで作成されデータ保有されている行政文書の目録ではあるが、

その検索利用にさいしてはＰＣ環境が充分活用されているとは言いがたい. 
 

行政文書目録の検索利用 

 a. インターネットでの検索が可能 13 

 b. 閲覧室のパソコンで検索可能 4 

 c. 職員のみ検索可能 9 

計 26 

 
 
 
 
 
 
 
２． 作成業務従事者 
   専任者を置いている館は少なく、多くは兼任職員もしくは短期雇用職員

が賄っているため、業務の継承性、統一性に欠けるきらいがある. 



 
目録作成主体者 

 a..記録作成に専任の正規職員 7 

 ｂ..兼任の正規職員 13 

 ｃ. 非常勤、嘱託などの短期雇用職員 17 

 ｄ 外部業者 1 

 e. その他 1 

計 39 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．現用で使用される記述項目と、公文書館に移管されてから必要となる記述

項目の比較分類を行なったところ、各館ごとの 記述項目の名称、記述する

項目数に大きなバラつきがあることが判明した 
 
公文書館における行政文書簿冊記述項目とＩＳＡＤ(Ｄ)の対応表は⇒次頁 表１ 

＊ 行政文書の管理方策に関するガイドラインは 
         http://www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/gaido.htmをご覧下さい

＊「ＩＳＡＤ(Ｇ)」（国際標準：記録史料記述の一般原則） 
 
４． 目録作成に当ってのネックは？ 
 

目録作成にとってのネック 

  a. 作業する人材を雇う予算がない 13 

  b. パソコンが足りない 3 

 c. 記録化の方法が確立していない 4 

 ｄ. 方法やスキルの継承ができない 

   （担当者の交代によって均質な業務の継承がなされない）
6 

 e. その他 7 

 無回答  6 

計 39 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
e. その他では、時間と専門能力の不足を訴える声が多かった。 
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【 まとめ 】 
 
自治体と公文書館では、同一の記録を扱う。 
 
自治体で作成された文書は定められた年限を経過した後に、文書館に移管され

るわけであるが、この両者間での移管引継ぎに際して充分なやり取りがなされ

ているとは言いがたい。 
 
行政文書の移管と共に、その管理データも同時に引き継がれれば、両者の業務

の流れもスムーズとなり、公文書館における目録作成や管理業務にも多くの 
効率化をもたらす。 
 
そのため自治体サイドでは、現用文書管理システムの構築やデータベース化に

当っては、公文書館業務との「目録データの整合性」を考慮する必要がある。

 
今回の調査研究により、公文書館における目録管理の“現状と課題”が見え 
また、行政との目録データの整合性についても可能性が見出された。 
 
自治体では、公文書館業務を見据えた「文書分類」作成が、公文書館ではこれを積

極的に取り入れる姿勢が大切である。 
 
人（専任者）、物（ＰＣ）、金（予算）、時（時間）が不足する現状の中、目録データの 
共有化により、組織の改変にも対応可能な利用と管理の確立が望まれる。 
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レポート文責 ： 「文書管理通信」編集室 主幹 中村信幸 


